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はしがき 

 
平成23年（2011年）3月11日 14時 46分、三陸沖を震源とするマグニチュード（M）9.0の東北地

方太平洋沖地震が発生し、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県など東日本太平洋沿岸の各県を

中心に広い地域で、地震動や津波により、数多くの建築物・家屋の他、工作物の倒壊や流失などの被

害をもたらしました。平成 24 年 1 月 27 日現在、警察庁情報によれば、死者・行方不明者は 19,213

人という未曾有の被害をもたらしています。 

 このような未曾有の大災害における建築物等被害から教訓を学び取り、今後の地震や津波対策に生

かすため、国土技術政策総合研究所及び建築研究所では連携して、地震発生翌日から平成 24 年 1 月

27 日までに計 43 回にわたり、のべ 140 人の研究者を現地に派遣し、貴重なデータを収集してきまし

た。また、平成23年初夏以降はそれらをもとに新たな技術基準策定のための分析を行うとともに、行

政への技術的支援や成果の発信を精力的に行ってきました。 

 本報告書では、これら成果のうち、主として平成23年 5月 13日に刊行した速報以降に明らかにな

った調査結果や行政施策の技術的裏づけとなった研究成果などを中心に、最終報告書として平成 24

年 1月 27日時点で取りまとめたものであります。 

震災復興計画も平成 23 年末までには被災地のほとんどの県市町村で策定され、本格的な復興・再

建が開始されています。本報告書でまとめられた知見が東北地方太平洋沖地震からの復旧・復興に反

映され、また、今後想定される他の地震においても活用されることを切に期待します。 

最後に、本震災で亡くなられた方及びそのご遺族に対して深く哀悼の意を表するとともに、被災さ

れた方々に心からお見舞い申し上げます。また、調査研究にあたり、被災地の困難な状況にもかかわ

らずご協力いただいた方々、資料を提供して頂いた方々に深く御礼を申し上げます。 

 

平成24年 3月 

 

国土交通省国土技術政策総合研究所 

副所長 水流  潤太郎 

独立行政法人建築研究所 

理事長 村上 周三 
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